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研究ノート

態度構造と自己概念についての考察

土 田 昭 司

Discussion on Attitude-Structures and Self-Concept 

Shoji TSUCHIDA 

Abstract 
By viewing both attitude-structures and self<oncept as schema, a cognitive network model was presented to 

explain the relationship between attitude-structures and selにoncept.In the model, the desire to approach/accept 
and the desire to avoid/reject featured in lhe cognitive network of attitude-structures. Markus (1977)'s self-schema 

counted as a self<oncept. The model showed the cognitive aspects of mutual interference between attitude-struc— 

tures and self<oncept. 
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抄録

基本的に認知論の立場から，態度構造と自己概念を共に情報処理のための認知構造（スキーマ）と

みなすことによって，態度構造と自己概念を統一的に説明することを試みた。すなわち，態度構造は

意思決定のための認知処理に用いられる一種のスキーマであるとして，対象への接近・受容動機，ぁ

るいは対象への回避・拒否動機という人間の根源的な動機を軸に，態度構造を態度対象に関する認知

が構造化されたものであるとモデル化した。また，自己概念は Markus(1977)のいう自己スキーマと

捉えた。これにより，態度構造と自己概念を統一的に説明することができるため，自己概念と態度構

造の相互介入などを認知構造モデルによって説明した。

キーワード：態度構造，自己概念，認知構造，自己スキーマ
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1. 態度の認知構造

a)態度構造の古典的モデル

「態度」という概念は，社会心理学の成立当初からその中心的研究テーマであったにもかか

わらず，いまだに定義が定まっているとは言い難いが(cf.McGuire, 1985; 土田， 1992),Allport 

(1935)による「行動の準備状態 (readiness)」という態度の定義は，比較的に多くの研究者か

ら受け入れられていると考えられる。このことなどから，土田(1992,1994, 1996)は，「態度」

は，人間の意思決定を規定する「こころ」の状態であると定義している。もちろん，態度の機

能が，意思決定の規定因に限定されるわけでは必ずしもなく，態度には，現実認識，自己表現

などの機能もあると考えられるが，本稿では意思決定の規定因が態度の主たる機能であるとい

う立場をとり，態度を意思決定を規定する「こころ」の状態と定義するものである。

価値観 (values)

性格 (personality)

図1

意思決定を規定する「こころ」の構成要素には，態度 (attitudes),価値観 (values),性格

(personality)があると考えられる。それらの関係は図 1に示すことができるであろう。意思

決定を規定する「こころ」の基底的な構成要索として，達成欲求，親和欲求，などの動機のパ

ターンである性格 (cf.Murray, 1938)がある。この性格に規定されながら意思決定に影響を及

ぽしているのが，博愛主義，平和主義，革新主義などの価値観である。価値観は自分の意思決

定を規定する基本的かつ一般論的な善悪，好悪のパターンであるが，認知論的に言えば，価値

観は個人内における評価に関する全体的な信念体系であるともいえる。態度は，その価値観と

いう信念体系に組み込まれているものであり，ある特定の対象に対する意思決定の規定因とし

ての「こころ」の状態である。したがって，態度と価値観の間には，認知されているすべての

対象についての態度の統合されたネットワーク・システムが価値観であるという関係があると
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いうことができる。

b)接近・受容動機，回避・拒否動機を軸に構造化された認知体系としての態度構造モデル

土田 (1994,1996)は，態度を「対象に対する意思決定の規定因として機能する，短期記憶

にアクセス可能な長期記憶内の認知体系（スキーマ： schema)」と定義することによって，態度

の認知構造を次のようにモデル化している。

すなわち，態度は，ある特定の対象についての意思決定のために用いられる認知体系なので

あるから，その中心となるのは態度対象の認知である。そして，ある対象についての意思決定

とは，最大限に単純化して図式化すれば，当該対象に対して接近・受容するか，それとも，回

避・拒否するかの決定であるということができるから，態度対象が念頭に浮かぶ（すなわち，

短期記憶内で活性化する）ことによって，接近・受容概念あるいは回避・拒否概念が同時に連

想（すなわち，活性化）されるであろう。その結果，態度対象と共に接近・受容概念が活性化

されれば，態度対象に対して「良い」「好き」「賛成」などの言語化が生じる。逆に，態度対象

と共に回避・拒否概念が活性化されれば，態度対象に対して「悪い」「嫌い」「反対」などの言

語化が生じるであろう。

Thurstone尺度や Likert尺度など，従来のほとんどすべての態度尺度は，態度は対象に対す

る評価値であるとして，態度対象に対する評価がpositive(賛成・良い・好き）か negative(反

対・悪い・嫌い）かという評価の方向性と，評価の positive度， negative度の程度を測定して

きた (cf.土田， 1992)。つまり，従来の態度尺度は，どの程度positiveあるいは negativeな意

思決定をするかという，意思決定の内容を測定するものであった。

それに対して，態度対象が活性化することによって接近・受容概念あるいは回避・拒否概念

がどの程度活性化しやすいかは，態度が意思決定に対してどの程度規定力を持っているかを示

すものと考えられる。この点については， Fazioらが態度アクセスピリティという概念のもとに

一連の研究をおこなっている (ex.Fazio, et al, 1982)。Fazioらのいう態度アクセスビリティ

とは態度対象の活性化による接近・受容概念あるいは回避・拒否概念の活性化のしやすさとほ

ぽ同義の概念と考えられる。操作的には， Fazioらは，態度アクセスビリティは自分の態度の表

明を求められてから実際に表明できるまでの時間によって測定できるとしている。Fazioらは，

例えば，投票行動において態度アクセスビリティが高いほど，事前の態度と実際の投票行動の

一致度が高い (Fazio& Williams,1986)ことなどを明らかにしている。

さらに， McGuire(1961, 1962, 1964)の接種理論や， Petty& Cacioppo (1986)の精緻化

見込みモデルなどの知見にもとづけば，態度対象が短期記憶内に活性化されることによって同

時に活性化される他の認知要索が，評価的に互いに無矛盾的に斉合化していて，さらに，自己

の価値観の信念体系に組み込まれている場合には，態度の意思決定に対する規定力は高くなり，

また，態度は変化しにくいものになると考えることができる。
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図 2a 直接と間接のリンケージがある場合

（「ドイツ車」が好きという態度の例）
[----: 関連が弱いリンケージ，ー：関連が中程度のリンケージ，＝：関連が強いリンケージ］

高いステイタス

図2b 間接のリンケージしかない場合

（「ドイツ車」が好きという態度の例）
[----: 関連が弱いリンケージ，ー：関連が中程度のリンケージ，＝：関連が強いリンケージ］
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図2C 直接のリンケージしかない場合

（「ドイツ車」が好きという態度の例）
［一：関連が中程度のリンケージ］

---- ----
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図2d 接近，回避の両概念に対して直接と間接のリンケージがある場合
（「ドイツ車」に対するアンビバレントな態度の例）

[----: 関連が弱いリンケージ，＿：関連が中程度のリンケージ．＝：関連が強いリンケージ］
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ちなみに，以上のような意思決定に対する規定力が高い態度の形成を促進させる要因として，

土田・花沢 (1984) は「態度対象に対する感情の強さ」，土田 (1985,1990) は「態度対象につ

いてよく考えること」があることを明らかにしている。

以上から．図 2に，態度の認知構造として典型的な 4つの例を提示した。なお．ここでは一

方の認知要索が活性化することによって他方の認知要索も活性化することを，認知要素間に「リ

ンケージがある」と表現することとする。

図2aは，態度対象と接近・受容概念との間に直接のリンケージがあり．かつ，態度対象か

ら連想される他の認知要索を経由する間接のリンケージもある態度構造の例である。図 2b 

は．態度対象と接近・受容概念との間に態度対象から連想される他の認知要索を経由する間接

のリンケージはあるが，直接のリンケージがない態度構造の例である。したがって，図 2aは

態度アクセスビリティが高い場合の態度構造の例であり，図 2bは態度アクセスビリティが低

い場合の態度構造の例であるとも言える。図 2Cは，態度対象と接近・受容概念との間に直接

のリンケージだけがある場合の態度構造の例である。これは．態度対象について知識はほとん

どないのだが，感情的に好きあるいは賛成している場合の態度構造の例である。図 2dは，接

近・受容概念と回避・拒否概念との両方の間に態度対象との直接のリンケージがある場合の態

度構造の例である。すなわち．良いとも言えるし悪いとも言えるというアンビバレントな態度

の例である。

2. 認知構造としての自己概念

自己概念を純粋な認知論によって説明しようとするものとして， Markus(1977)による自己

スキーマ理論 (Self-schemetheory)がある。自己スキーマ理論においては，自己とは「過去，

現在，未来の自分についての認知が情報処理のために構造化されたもの，すなわち，スキーマ」

であるとする。自己をこのようにとらえることによって，自己に関する情報処理は他の情報処

理に比べて速いこと (Markus,1977), 自己に関連する情報の記憶成績がよいこと (self-refer-

ence effect: Rogers, et al, 1977)などを認知論的に説明することができる。ちなみに，対人知

覚においても同様の現象が，特性スキーマの有無によって生じることが明らかにされている

(Higgins, et al, 1977; 北村， 1991)。

自己概念をスキーマであると捉えることが可能であるならば，自己概念は態度の認知構造と

同種のものとみなすことが可能であり，態度の認知構造と自己概念を図 2に例示したような形

式で統一的に説明することが可能であろう。

a)態度構造へ介入する自己概念についての理論としての認知的不協和運論

Festinger (1957)によって認知的不協和理論が最初に提唱されたとき，この理論の中核とな
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る概念は，「人間にとって相矛盾する認知を持つことは，心理的ストレスを生じさせるため，人

間はそのような事態を避けようとするものである。」というものであった。したがって，認知的

不協和理論は，当初，認知的斉合化傾向に関する理論の一つとみなされた。ちなみに， Festinger

(1957)の当初の理論において相矛盾する認知の例としてあげられたのは，「私は煙草を吸う」

「喫煙の習慣によって癌になる」という 2つの認知などであった。

しかしながら，論理学的に言えば，例えば「私は煙草を吸う」「喫煙の習慣によって癌になる」

という 2つの認知は何ら相矛盾するものではない。「私は煙草を吸う」と矛盾する認知は「私は

煙草を吸わない」である。吉田 (1967)やAronson(1968)やBramel(1968)は，認知的不協

和理論のいう心理的ストレスすなわち認知的不協和が生じるのは，単なる相矛盾する認知では

なく，自己概念とその自己概念に矛盾する認知を持ったときであると論じている。すなわち，

先に例で言えば，「私は煙草を吸う」という自己概念を構成する認知要素にとって脅威となる「喫

煙の習慣によって癌になる」という認知がもたらされたときに生じる心理的ストレスが認知的

不協和の本質であるというのである。このことから，認知的不協和理論は，自己正当化動機を

中心とした一種の自我防衛動機についての理論であるとみなすこともできる。

認知的不協和理論からは，強制的承諾，選択的情報接触など，さまざまな態度変化，態度形

成についての知見が導かれており，認知的不協和理論は態度についての諸理論の中でも中核的

な理論の一つである。認知的不協和理論から導かれるさまざまな態度変化，態度形成について

の知見は， したがって，上記のように認知的不協和理論を一種の自我防衛動機についての理論

であるとみなすならば，図 2に示したような態度の認知構造に対して，自己スキーマが介入し

たことによる態度変化，態度形成であると説明することができる。この立場に立てば，認知不

協和理論の主張は次のように言い換えることができよう。

イ）自己概念は，接近・受容概念と常に結びついている。

ロ）自己スキーマに関連した認知は，処理速度が速く記憶にも残りやすい（すなわち，長期

記憶に保存されやすく，短期記憶へのアクセス度も高い）。したがって，自己に関連した認

知はsalientになりやすい。

ハ）したがって，態度対象が自己スキーマと結びついた場合，態度対象は接近・受容概念と

のリンケージを形成する。

二）既存の態度の認知構造において態度対象が回避・拒否概念とのリンケージを形成してい

たにもかかわらず，態度対象が自己スキーマと結びついた場合には，心理的ストレスが生

じて，自己スキーマに合致するように態度対象は接近・受容概念とリンケージを持つよう

に認知構造の再構成がおこなわれる。このことは態度対象と自己スキーマとの結びつきが

強いほど生じやすい。
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b)自己概念による態度構造への介入

態度構造に対して自己概念が介入してくるということは，態度構造を構成する認知要索と，

自己概念を構成する認知要索との間に相互活性化（すなわち連想）が生じ，既存の自己概念と

斉合するように態度構造が形成，あるいは再構成されるということである。したがって，次の

ような 2つの仮説を想定することが可能であろう。

イ）自己概念が短期記憶においてどの程度活性化されやすいか（すなわち，自己概念がどれ

ほど意識にのぽりやすいか）が，自己概念による態度構造への介入の程度を規定するであ

ろう。

Wicklund (1975)のいう客体的自覚 (objectiveself-awareness)は，自己概念が強く意識

されている状態である。客体的自覚状態にあるときには，行動が態度や規範に一致しやすくな

ることが知られているが (cf.Beaman, et al, 1979), この状態のとき，形成される態度が自己

概念に一致しやすくなる現象も生じると予測される。

ロ）自己概念が態度構造に介入するときには，自己概念を構成する認知要索の個人差が，介

入された態度構造の認知要索にも個人差として現れるであろう。

Fenigstein, et al (1975)は，自己に注意を向けやすい特性（すなわち，自己スキーマが活性

化しやすいこと）を self-consciousnessとよび，その個人差として，公的自己意識と私的自己

意織をあげている。公的自己意識とは，自分の外見や行動など他者から見られている自分の公

的側面に注意が向きやすい特性である。私的自己意識とは，思考や感情などの自分の内面に注

意が向きやすい特性である。

自己スキーマ理論にもとづけば，公的自己意識は自己概念を構成する認知要素が自分の公的

側面に関するもので占められている自己意識であり，私的自己意識は自分の私的な内面に関す

る認知要索によって自己概念が構成されている自己意識であると考えることができる。したが

って，公的自己意識の強い人が形成する態度構造には自分の公的側面に関する認知要索が多く

含まれると予測されるのに対して，私的自己意識の強い人が形成する態度構造には自分の内面

に関する認知要素が多く含まれると予測される。

c)態度構造による自己概念への介入

Tajfel (1982)は，社会的同一性 (socialidentity)理論を提唱している。この理論は，人間

のカテゴリ情報処理の結果として内集団と外集団が実際以上に差異のあるものとして認知さ

れ，自分が所属する内集団がもっている価値観や態度，あるいは，文化を内面化することによ

って，社会が自己概念を規定している。また，そのような集団成員に共通した自己概念すなわ

ち社会的同一性を成員が保持していることが，集団の集団たるゆえんであると主張するもので

ある。先に述ぺたように，個人におけるすぺての態度の統合されたシステムが価値観であると
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定義することができ，また，文化は，特定集団内において成員が共通して保持している価値観

であると定義することができよう。したがって，社会的同一性理論のいう共通した自己概念を

保持することになるメカニズムは，文化あるいは価値観として集団成員に共通して保持されて

いるシステムとしての態度構造に斉合するように自己概念の認知要素が再構成されることであ

ると解釈することが可能であろう。

また，一般に，私的自己意識が強い人は，自分の感情や態度に一致する行動をとりやすいの

に対して，公的自己意識の強い人は，他者の行動や社会規範の影響を受けやすいといわれてい

る（押見， 1992)。このことは，態度構造と自己概念の相互規定過程において，相対的にどちら

の規定力がより強いかという点において，私的自己意識の強い人は自己概念の規定力のほうが

強く，公的自己意識の強い人は態度構造の規定力のほうが強いことを示していると解釈できる。
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